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《コラム》小規模宅地等の特例 -

家なき子- 

 

相続で子に居宅を引き継ぐとき、子は既に別

居して生計を別にしているが、持ち家ではな

い場合、居住用宅地について一定の要件を

満たすことにより、小規模宅地等の特例を適

用して土地の評価額を最大 80％（土地面積

330 ㎡まで）減額して相続税の負担を軽減す

ることができます。一般に「家なき子特例」と呼

ばれますが、子に限らず親族に適用すること

ができます。 

◆被相続人の要件 

①被相続人に配偶者がいないこと。 

②相続開始の直前において被相続人と同居

していた法定相続人がいないこと。 

◆取得者の要件 

①被相続人の居住用宅地を相続又は遺贈に

より取得すること。 

②居住制限納税義務者または非居住制限納

税義務者のうち日本国籍を有しない者ではな

いこと。 

③相続開始前 3年以内に日本国内にある取

得者、取得者の配偶者、取得者の三親等内

の親族または取得者と特別の関係がある一定

の法人が所有する家屋（相続開始の直前に

おいて被相続人の居住の用に供されていた

家屋を除く）に居住したことがないこと。 

④相続開始時に、取得者が居住している家屋を相続

開始前のいずれの時においても所有していたことが

ないこと。 

⑤相続開始時から申告期限まで引き続きその宅地等

を有していること。 

◆老人ホームに入居の場合 

 相続開始の直前に被相続人の居住の用に供され

ていなかった場合においても、相続開始の直前にお

いて要介護認定、要支援認定等を受けていたこと、

老人福祉法等に規定する老人ホーム等に入居等を

していたこと、建物を事業の用、被相続人等以外の

者の居住の用に供していないことの要件を満たすとき

は、入居等の直前まで被相続人の居住の用に供して

いた宅地等は特定居住用宅地等に該当し、先に掲

げた要件を満たすときは特例の適用を受けることがで

きます。 

◆孫に遺贈することもできる 

 「家なき子特例」は被相続人の親族に適用されます

ので、子に既に持ち家がある場合は持ち家のない孫

に居宅を遺贈し、先に掲げた要件を満たすときは、特

例の適用を受けることができます。なお、孫は相続人

ではないので相続税は 2割加算となります。孫世帯

の生活設計と合致すれば居宅を承継させる有効な方

法となるかもしれません。 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 

(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、 

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。 

    


